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「令和３年版厚生労働白書」において、掲載内容に誤りがございました。ご迷惑をお掛けしましたことをお詫びするとともに、以

下のとおり訂正させていただきます。 

なお、HP 上に掲載されている内容につきましては、修正が反映されております。 
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本文
242頁

13～14
行目

一方、休業４日以上の死傷者数は131,156人
（前年比5,545人(4.4%)減）と前年より増加した。

一方、休業４日以上の死傷者数は131,156人
（前年比5,545人(4.4%)増）と前年より増加した。
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本文 
422頁 21～22行目 眼球（角膜）は466名の提供者から917件の移植が行われた。

資料編 
87頁

詳細データ①

臓器移植の 
累計件数

詳細データ① 臓器移植の累計件数

臓器提供者数 移植実施件数
移植希望登録者数

うち脳死下 うち脳死下

心臓 580名� 580名� 579件� 579件� 918名�

肺 493名� 493名� 601件� 601件� 478名�

肝臓 621名� 621名� 666件 666件� 337名�

腎臓 2,154名 685名 4,032件 1,345件 13,335名

膵臓 445名 441名 441件 438件 197名

小腸 23名 23名 23件 23件 ７名

眼球（角膜） 21,160名 312名 34,389件 591件� 1,716名

資料：（公社）日本臓器移植ネットワーク、（公財）日本アイバンク協会調べ
（注） 1．臓器提供者数、移植実施件数は、平成9年10月16日（臓器移植法施行の日）から令和3年3月31日までの累計、移植待機患

者数は令和3年3月31日現在数である。
2．臓器移植法に基づく脳死下での臓器提供者数は、臓器移植法の施行の日から令和3年3月31日までに全国で742名より行わ
れている。なお、法的脳死判定が行われ法的に脳死と判定されたが、医学的理由により臓器の摘出が行われず、臓器提
供者数には含まれていない事例は7事例ある。

3．膵臓及び腎臓の件数は、膵腎同時移植実施件数（371件）及び膵腎同時移植希望登録者数（161名）を含む。
4．心臓及び肺の件数は、心肺同時移植実施件数（3件）及び心肺同時移植希望登録者数（6名）を含む。
5．肝臓及び腎臓の件数は、肝腎同時移植実施件数（30件）及び肝腎同時移植希望登録数（41名）を含む。

詳細データ② 造血幹細胞移植の実施件数の推移

ドナー（提供者） 移植件数
骨髄提供登録者数 臍帯血公開数 骨髄 末梢血幹細胞 臍帯血

平成3年度 3,176 − − − −
平成4年度 19,829 − 8 − −
平成5年度 46,224 − 112 − −
平成6年度 62,482 − 231 − −
平成7年度 71,174 − 358 − −
平成8年度 81,922 − 363 − 1
平成9年度 94,822 − 405 − 19
平成10年度 114,354 − 482 − 77

平成11年度 127,556 − 588 − 117

平成12年度 135,873 4,343 716 − 165
平成13年度 152,339 8,384 749 − 221
平成14年度 168,413 13,431 739 − 296
平成15年度 186,153 18,424 737 − 697
平成16年度 204,710 21,335 851 − 674
平成17年度 242,858 24,309 908 − 658
平成18年度 276,847 26,816 963 − 732
平成19年度 306,397 29,197 1,027 − 762
平成20年度 335,052 31,149 1,118 − 859
平成21年度 357,378 32,793 1,232 − 895
平成22年度 380,457 32,994 1,191 1 1,075
平成23年度 407,871 29,560 1,269 3 1,107
平成24年度 429,677 25,385 1,323 15 1,199
平成25年度 444,143 13,281 1,324 19 1,134
平成26年度 450,597 11,595 1,269 62 1,165
平成27年度 458,352 11,185 1,176 58 1,311
平成28年度 470,270 11,287 1,127 123 1,347
平成29年度 483,879 9,991 1,059 182 1,334
平成30年度 509,263 9,516 992 222 1,355
令和元年度 529,965 9,162 992 240 1,430
令和2年度 530,953 9,316 838 258 1,431

累　計 − − 24,147 1,183 20,061

資料：（公財）日本骨髄バンク、日本赤十字社調べ
※平成8〜10年度の臍帯血関係データは臍帯血バンクネットワーク設立前に各バンクが扱った数
※ドナー（提供者）については年度末の数
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詳細データ① 臓器移植の累計件数

臓器提供者数 移植実施件数
移植希望登録者数

うち脳死下 うち脳死下

心臓 580名� 580名� 579件� 579件� 918名�

肺 493名� 493名� 601件� 601件� 478名�

肝臓 621名� 621名� 666件 666件� 337名�

腎臓 2,154名 685名 4,032件 1,345件 13,335名

膵臓 445名 441名 441件 438件 197名

小腸 23名 23名 23件 23件 ７名

眼球（角膜） 21,161名 312名 34,393件 591件� 1,716名

資料：（公社）日本臓器移植ネットワーク、（公財）日本アイバンク協会調べ
（注） 1．臓器提供者数、移植実施件数は、平成9年10月16日（臓器移植法施行の日）から令和3年3月31日までの累計、移植待機患

者数は令和3年3月31日現在数である。
2．臓器移植法に基づく脳死下での臓器提供者数は、臓器移植法の施行の日から令和3年3月31日までに全国で742名より行わ
れている。なお、法的脳死判定が行われ法的に脳死と判定されたが、医学的理由により臓器の摘出が行われず、臓器提
供者数には含まれていない事例は7事例ある。

3．膵臓及び腎臓の件数は、膵腎同時移植実施件数（371件）及び膵腎同時移植希望登録者数（161名）を含む。
4．心臓及び肺の件数は、心肺同時移植実施件数（3件）及び心肺同時移植希望登録者数（6名）を含む。
5．肝臓及び腎臓の件数は、肝腎同時移植実施件数（30件）及び肝腎同時移植希望登録数（41名）を含む。

詳細データ② 造血幹細胞移植の実施件数の推移

ドナー（提供者） 移植件数
骨髄提供登録者数 臍帯血公開数 骨髄 末梢血幹細胞 臍帯血

平成3年度 3,176 − − − −
平成4年度 19,829 − 8 − −
平成5年度 46,224 − 112 − −
平成6年度 62,482 − 231 − −
平成7年度 71,174 − 358 − −
平成8年度 81,922 − 363 − 1
平成9年度 94,822 − 405 − 19
平成10年度 114,354 − 482 − 77

平成11年度 127,556 − 588 − 117

平成12年度 135,873 4,343 716 − 165
平成13年度 152,339 8,384 749 − 221
平成14年度 168,413 13,431 739 − 296
平成15年度 186,153 18,424 737 − 697
平成16年度 204,710 21,335 851 − 674
平成17年度 242,858 24,309 908 − 658
平成18年度 276,847 26,816 963 − 732
平成19年度 306,397 29,197 1,027 − 762
平成20年度 335,052 31,149 1,118 − 859
平成21年度 357,378 32,793 1,232 − 895
平成22年度 380,457 32,994 1,191 1 1,075
平成23年度 407,871 29,560 1,269 3 1,107
平成24年度 429,677 25,385 1,323 15 1,199
平成25年度 444,143 13,281 1,324 19 1,134
平成26年度 450,597 11,595 1,269 62 1,165
平成27年度 458,352 11,185 1,176 58 1,311
平成28年度 470,270 11,287 1,127 123 1,347
平成29年度 483,879 9,991 1,059 182 1,334
平成30年度 509,263 9,516 992 222 1,355
令和元年度 529,965 9,162 992 240 1,430
令和2年度 530,953 9,316 838 258 1,431

累　計 − − 24,147 1,183 20,061

資料：（公財）日本骨髄バンク、日本赤十字社調べ
※平成8〜10年度の臍帯血関係データは臍帯血バンクネットワーク設立前に各バンクが扱った数
※ドナー（提供者）については年度末の数
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食品安全 
行政の展開

食品安全行政

概　　要 食品安全行政の展開

輸入食品等

※検疫所（食品衛生監視員含む）の数は令和3年4月1日時点
　地方厚生局（食品衛生監視員含む）、都道府県、保健所設置市、特別区および保健所の数は令和3年4月1日時点
　食品衛生監視員（検疫所および地方厚生局を除く）および食品等事業者の施設数は令和元年3月31日時点

厚生労働省（リスク管理）

都道府県、保健所設置市、特別区
（47都道府県）（20政令市、62中核市、その他5）（23特別区）

（食品衛生監視員8,431名）

地方厚生局 （7か所）
（食品衛生監視員65名） 検疫所（32か所）

（食品衛生監視員422名）

保健所　（470か所）

消　費　者
　　　　　　食品等事業者
（1）飲食店営業等の営業許可を要する施設 2,421,537施設
（2）その他営業許可を要しない施設 1,294,758施設

登録検査機関

食品安全委員会（リスク評価）

農林水産省
（リスク管理）

消費者庁
（リスク管理）

消費者委員会

薬事・食品衛生審議会
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③ 生活環境
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食品安全行政

概　　要 食品安全行政の展開

輸入食品等

※検疫所（食品衛生監視員含む）の数は令和3年4月1日時点
地方厚生局（食品衛生監視員含む）、都道府県、保健所設置市、特別区および保健所の数は令和3年4月1日時点
食品衛生監視員（検疫所および地方厚生局を除く）および食品等事業者の施設数は令和 2  年3月31日時点

厚生労働省（リスク管理）

都道府県、保健所設置市、特別区
（47都道府県）（20政令市、62中核市、その他5）（23特別区）

（食品衛生監視員8,431名）

地方厚生局 （7か所）
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